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研究成果の概要（和文）：空問的消費外部性を明示的に取り込んだ消費行動モデルを構築し，デ

ィマンドチェーンを形成するメカニズムを分析するツールを開発した．消費者が特定の地域内

で行動するインセンティブを得るような価格設定，経営戦略を分析し，そのメカニズムを明ら

かにする理論モデルを構築した．さらに，交通カード，コミュニティカードの実際上の運用に

関してや，その導入の理論的背景等について分析した． 
 
研究成果の概要（英文）：In this research, a consumers’ behavior model, where spatial 
externality in consumption is explicitly considered, is proposed to analyze the mechanism 
in which demand chain in consumption is formulated. It also analyzed strategies of 
retailing industry about pricing to have an incentive compatibility of consumers to 
purchase goods in a specific region. The proposed model also contributes to analyze the 
mechanism. Effective operation of IC transportation cards and community cards is 
practically investigated to find the background of the introducing these cards into 
transportation markets. 
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１．研究開始当初の背景 
 
近年，高度情報通信技術の進展に伴い，交

通の分野においても多様な決済手法が導入
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となって提僕する PiTaPa といった交通
IC(Integrated Circuit)カードなどが，主とし
て大都市圏を中心に次々と導入されている．
IC 交通技術を交通料金の決済方法として導
入すれば，直接的には，1)料金支払いの簡素
化、2)決済体系の高度化・多様化，といった
効果が期待される．情報通信技術の発展が高
度な金融決済処理の実現を可能にしている
が，このようなクレジット機能を背景として，
たとえばマイレージ制度に代表されるよう
に，消費者の交通行動と消費行動を同時にバ
ンドリングすることが可能になってきた．消
費者がクレジット機能を活用して交通料金
の支払いや財の購入を行うことは，クレジッ
トカード会社に財の購入行動に関する情報
を開示していることに他ならない．一方，企
業がクレジットカード決済サービスを提供
することは，自らの企業情報を開示している
ことに勉ならない，こういった情報のやりと
りは，ある特定の参加者(ステークホルダー)
の範囲内において密な，また高度な内容が行
き交うことになる． 
消費者の側に立ってみると，こうしたクレ

ジットカードを利用した交通料金決済サー
ビスを利用することのメリットは，1)財を販
売する企業がクレジットカード会社を通じ
て提供する消費財に関する情報を，安価にか
つ適切なタイミングで入手することが出来
ること，2)交通企業及び小売企業が設定する
割引サービスによる便益を享受できること，
3)交通費用(取引費用)を負担して消費行動を
行う際に，異なる複数の財を一度に消費する
ことが可能となる範囲の経済性による便益
を享受すること，があげられる，特に，3)に
関しては，様々な消費を相互に関連づけて実
施することにより固定費用の負担を減少さ
せようとするものであり，いわゆる消費のデ
ィマンドチェーンを最適化していることに
他ならない．取引費用の存在に伴う複数の消
費間の消費外部性は，空間的消費外部牲とし
て定義できる．消費者は，これらのメリット
を享受することと引き替えに，自らの消費行
動に関する情報を提供することとなる． 
一方，企業の側に立ってみると，クレジッ

トカード会社を通じて消費者の財の消費行
動に関する情報を入手することによって，戦
略的な情報提供や価格設定等を行うことが
可能となる．特に，効率的な広皆戦略を行う
上での情報費用の低減効果は企業にとって
大変大きいインパクトを持つと考えられる．
さらに，こういった行動を通じた消費行動の
制御戦略は，消費行動のディマンドチェーン
マネジメントとしてとらえることが出来る．
さらには，こういったディマンドチェーンマ
ネジメント戦略は，ある特定のエリア内にお
ける消費行動，交通行動をある程度制御する
ことが可能となる．したがって，中心市街地

の活性化方策のあり方や公共交通利用者の
減少に対する有効な対策に悩む地方自治体
にとっても，有効なツールとなり得るであろ
う． 
２．研究の目的 
 
本研究では，消費のディマンドチェ一ン形

成行動を分析する対象として，交通カードや
コミュニティカードを通じた交通サービス
消費と財の消費の相補関係に着目する．高度
情報通信技術の発達に伴い，これらのクレジ
ットカードによる決済システムを活用して
消費者の財の購入行動に関する精度の高い
情報を獲得することが可能となりつつある．
そごで，まず，交通サービス消費を含めた複
数の財の消費間における外部性を明示的に
考慮した，財の消費行動モデルを構築するこ
ととする．この行動モデルの構築は消費に関
するディマンドチェーン形成が他の財の消
費や交通行動に及ぼす影響を把握するため
の基礎となる． 
ついで，消費者のディマンドチェーン形成

行動を明示的に考慮した企業の情報提供行
動モデルを構築する．消費者のサービス消費
に空間的な消費外部性が存往する場合，交通
企業はさらなる消費の囲い込みを目的とし
て戦略的に情報を提洪する．また，交通以外
の財を供給する企業も，消費者のディマンド
チェーン形成行動を意識した価格戦略，情報
戦略を採用しうる．本モデルでは，消費者の
ディマンドチェーン形成行動が企業行動に
及ぼす影響を把握する． 
最後に，上記二つのモデルを包含する一般

均衡モデルを構築し，空間的消費外部性の存
往や交通カード，コミュニティカードの活用
が社会的厚生に及ぼす影響について分析す
る．本一般均衡モデルを用いた分析を通じて，
決済システムの多様化が中心市街地の活性
化施策にもたらす影響を代表として，交通管
理施策，まちづくり施策に対する政策的な含
意をもたらしうる． 
本研究では，空間的消費外部性を明治的に

考慮した財の購入行動モデルを定式化する
とともに，交通カード，コミュニティカード
の導入が役会的漂生に及ぼす影響について
理論的に分析することを目的とする． 
 

３．研究の方法 
  
 交通カード，コミュニティカードの現状を
把握するとともに，空問的消費外部性を明示
的に取り込んだ消費行動モデルの構築を試
みる．まず，経営学，交通経済学，交通工学
等の既往研究のレビューや，現在すでに導入
されているカードの実態調査に取り組む．そ
の後，空間的消費外部性を明示的に表現でき
る消費のディマンドチェーン形成行動モデ



 

 

ルの開発を行う．消費者が消費行動のディマ
ンドチェーンを形成するためには，交通行動，
各種財の消費行動の聞に，時問的，空聞的に
相互関係を持つ必要がある．従来，複数のト
リップを独立に扱うのではなく，相互に連関
するとして取り扱うトリップチェーンモデ
ルに関する研究がとり行われてきた．そこで
は，ある一つのトリップに伴う交通機関の選
択が，他のトリップの制約となることを仮定
し，一目のトリップ全体を表現する交通手段
選択モデルの開発に焦点があてられてきた．
それに対して本研究では，トリップを実施す
る根源となる行動に焦点をあて，消費行動と
交通行動を時間的・空間的に組織化するメカ
ニズムを解明することを目指すものである．
先に述べた交通カードやコミュニティカー
ドが果たす役割は，複数の消費行動の組織化
を助ける点にある． 
複数消費行動の組織化にあたっては，申請

者がこれまで携わってきた探索理論モデル
を援用することを想定している．しかし，こ
れまで行ってきた探索行動モデルでは，個々
の行動間の関連を明示的に表現できない．そ
こで，探索理論モデルとは別に申講者がこれ
まで携わってきた行動の戦略的相補性の概
念を援用する．これまでに申請者は，戦略的
相補性が働く交通市場構造の分析に関して
多数の研究を行っている．そこでは，交通行
動の相補性に起因して，交通利用が増加する
可能性と減少する可能性が双方存在するこ
とを指摘している．本研究では，複数の消費
行動の間に相補性が存在する湯合，規模の経
済性や範囲の経済性を通じて消費行動を変
化させる可能性があることを指摘する． 
消費に関するディマンドチェーン形成行

動を誘導しうる交通企業，小売企業の行動モ
デルを構築する．具体的には，消費者のディ
マンドチェーン形成誘導を目指した情報提
供等を通じた企業の経営戦略を，１）より効
果的に消費者の消費行動同士の関連性をも
たらしうる制度設計間題，２）情報提供のタ
イミング決定間題の二つに焦点を絞って分
析する．１）に関しては，初年度に引き続い
て戦略的相補性の概念を援用する．一方２）
に関しては，清報の経済学の分野における非
対称情報問題を，ゲーム理論を援用して分析
し，その後企業の行動モデルの枠組へと発展
させる． 
ついで，これまでに構築した消費者行動モ

デル，企業行動モデルを統合した一般均衡モ
デルの枠緯を提案する．本均衡モデルの構築
により，交通カード，コミュニティカードの
導入がディマンドチェーンマネジメントを
通じて消費者余剰や企業利潤，社会的厚生に
及ぼす影響を定性的に分析できる．さらには，
これまでに構築した各種行動モデルの挙動
を確認するために，数値シミュレーションを

実施する． 
 
４．研究成果 
 
本研究では，消費のディマンドチェ一ン形

成行動を分析する対象として，交通カードや
コミュニティカードを通じた交通サービス
消費と財の消費の相補関係に着目した．高度
情報通信技術の発達に伴い，これらのクレジ
ットカードによる決済システムを活用して
消費者の財の購入行動に関する精度の高い
情報を獲得することが可能となりつつある．
そごで，まず，交通サービス消費を含めた複
数の財の消費間における外部性を明示的に
考慮した，財の消費行動モデルを構築した．
この行動モデルの構築は消費に関するディ
マンドチェーン形成が他の財の消費や交通
行動に及ぼす影響を把握するための基礎と
なった． 
ついで，消費者のディマンドチェーン形成

行動を明示的に考慮した企業の情報提供行
動モデルを構築した．消費者のサービス消費
に空間的な消費外部性が存往する場合，交通
企業はさらなる消費の囲い込みを目的とし
て戦略的に情報を提洪する．また，交通以外
の財を供給する企業も，消費者のディマンド
チェーン形成行動を意識した価格戦略，情報
戦略を採用しうる．本モデルでは，消費者の
ディマンドチェーン形成行動が企業行動に
及ぼす影響を把握した． 
最後に，上記二つのモデルを包含する一般

均衡モデルを構築し，空間的消費外部性の存
往や交通カード，コミュニティカードの活用
が社会的厚生に及ぼす影響について分析し
た．本一般均衡モデルを用いた分析を通じて，
決済システムの多様化が中心市街地の活性
化施策にもたらす影響を代表として，交通管
理施策，まちづくり施策に対する政策的な含
意をもたらしうる． 
本研究の学術的な特色として，従来比較的

大きな地域(複数都市)を対象とした都市形
成モデルにおいて説明されてきた消費の外
部性を，単一の都市内の中心地区における空
間的消費外部性として位置づけ，モデル化し
たところにある．さらに，その窒間的外部性
を消費のディマンドチェーン形成行動と結
びつけた研究事例は，申請者が知るかぎりこ
れまで存在しない．さらに，近年導入が始ま
っている交通カードやコミュニティカード
が消費行動に及ぼす影響に関する分析は，こ
れまでほとんど行われてこなかった領域で
あり．きわめて新規性は高い． 
本研究の遂行により，新しい金融決済シス

テムの発展が消費行動や交通行動に及ぼす
影響に関する知見を獲得することができた．
中心市街地の活性化を目指したまちづくり
施策や公共交通利用者減少を防ぐ交通管理



 

 

施策がもたらしうる効果を把握するととも
に，消費のディマンドチェーン形成行動とそ
れを目指した情報提供行動が社会的厚生に
及ぼす影響に関しても，重要な知見を得るこ
とが出来た． 
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